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命 令 書（写） 

 

 

 

再審査申立人兼再審査被申立人      学校法人Ｙ₁ 

  同代表者理事長           Ｂ₁ 

 

 

再審査申立人兼再審査被申立人    Ｘ₁ 

  同代表者執行委員長         Ａ₁ 

 

 

再審査申立人兼再審査被申立人    Ｘ₂支部 

  同代表者執行委員長         Ａ₂ 

 

 

 上記当事者間の中労委平成２８年（不再）第８号及び同第１０号事件（初審

東京都労委平成２５年（不）第６１号事件）について，当委員会は，平成３０

年２月２１日，第２４５回第三部会において，部会長公益委員三輪和雄，公益

委員中窪裕也，同鹿野菜穂子，同森戸英幸，同横溝久美出席し，合議の上，次

のとおり命令する。 

 

主       文 

 

本件各再審査申立てをいずれも棄却する。 

 



 

- 2 - 
 

理       由 

 

第１ 事案の概要等 

 １ 事案の概要 

   Ａ₃（以下「Ａ₃組合員」という。）は，平成２４年２月１８日（なお，以

下，平成の元号を略することがある。），再審査申立人兼再審査被申立人Ｘ

₁（以下「組合」という。）に，その後，同年８月に結成された同組合Ｘ₂

支部（以下「支部」という。また，「組合」と「支部」とを併せて「組合

ら」という。）に加入し，同年９月２７日，同学校法人Ｙ₁（以下「法人」

という。）との間で，期間を２５年２月２８日までとする非常勤講師契約を

締結し，法人が運営する専門学校であるＹ₂専門学校（以下「学校」という。）

において，英語及びロシア語の非常勤講師として勤務していた。 

本件は，①組合が，法人がＡ₃組合員との間で，２５年度前期（同年４月

４日から同年９月１３日まで）の非常勤講師契約を締結（再契約）しなか

ったこと（以下「本件雇止め」という。）が労働組合法（以下「労組法」と

いう。）第７条第１号に規定する不当労働行為に当たると主張して，同年６

月６日，東京都労働委員会（以下「都労委」という。）に対し救済を申し立

て（なお，同年８月６日，支部が当事者として追加された。），さらに，②

組合らが，同年６月７日及び１０月１８日に学校の高田馬場校舎正門前（以

下「正門前」という。）で組合らにより行われたビラ配布（以下，同年６月

７日に行われたビラ配布を「第１回ビラ配布」と，同年１０月１８日に行

われたビラ配布を「第２回ビラ配布」といい，両日に行われたビラ配布を

併せて「本件各ビラ配布」という。）を法人が妨害したこと等が，労組法第

７条第３号に規定する不当労働行為に該当すると主張して，２６年１月１

４日，都労委に対して救済を申し立てた事案である。 

 ２ 初審における請求する救済内容の要旨 
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   初審結審時（２７年９月９日）において，組合らが請求する救済の内容

は以下のとおりであった。 

  ① 法人は，Ａ₃組合員に対して２５年２月１日付けで行った本件雇止め

の通知を撤回すること。 

  ② 法人は，Ａ₃組合員に対し，本件雇止め以降同人が復職する日までの賃

金を支給すること。 

  ③ 法人は，組合らの正門前の情宣行動，組織化行動，ビラ配布などの正

当な組合活動を妨害しないこと。 

  ④ 謝罪文の法人ホームページへの掲示。 

３ 初審命令の要旨 

  都労委は，２７年１２月１５日付けで，本件申立事実のうち，法人が本

件各ビラ配布を妨害した事実を認定し，同行為は労組法第７条第３号に規

定する不当労働行為に該当するとして，法人に対し，①組合又は支部が行

う組合ビラの配布を妨げてはならないこと，②上記の不当労働行為に関す

る文書交付及び文書掲示，③都労委への履行報告を命じ，④その余の申立

てを棄却することを決定し，２８年１月２５日，命令書を各当事者に交付

した。 

４ 本件各再審査申立ての要旨 

 ⑴ 法人は，本件初審命令中，組合らの申立てを認めて救済を命じた部分

を不服として，２８年２月１日，本件初審命令の救済部分の取消し及び

本件救済申立ての棄却を求めて，中央労働委員会（以下「中労委」又は

「当委員会」という。）に再審査を申し立てた（平成２８年（不再）第８

号）。 

 ⑵ 組合らは，本件初審命令中，組合らの申立てを認めずに救済申立てを

棄却した部分を不服として，同月８日，本件初審命令の棄却部分の取消

し及び同部分の救済を求めて，当委員会に再審査を申し立てた（平成２
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８年（不再）第１０号）。 

５ 本件の争点 

 ① 本件雇止めは労組法第７条第１号に規定する不利益取扱いに当たるか

（争点１）。 

  ② 法人は，本件各ビラ配布を妨害したか。妨害したとすれば，その行為

は労組法第７条第３号に規定する支配介入に当たるか（争点２）。 

 

第２ 当事者の主張の要旨 

 １ 争点１について   

⑴ 組合らの主張 

   ア 本件雇止めの不当労働行為該当性 

法人においては，非常勤講師の大半が再契約を果たしているところ，

Ａ₃組合員は何の問題もなく職務に専念しており，２５年４月以降も

当然に雇用が継続することを期待していた。 

ところが，法人は，同年１月２２日にＡ₃組合員の組合加入が公然化

すると，そのわずか１１日後に本件雇止めをした。また，非常勤講師

契約に関することは契約更新の時期の直前まで非常勤講師に伝えな

いのが慣行であるにもかかわらず，Ａ₃組合員にのみ異例な時期に本

件雇止めを通知したことからすれば，本件雇止めには明らかな不当労

働行為意思が認められる。 

   イ 本件雇止めに合理的理由がないこと 

法人は，本件雇止めはＡ₃組合員の組合加入通知前である２４年１

１月にすでに決定していたので，本件雇止めとＡ₃組合員の組合活動

は無関係であり，本件雇止めの理由はＡ₃組合員の非常勤講師として

の能力が法人の求めるレベルに達していないと判断したためであっ

て，合理的理由があるなどと主張する。 
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しかし，法人が上記判断の根拠とする２４年１１月に行われた学生

を対象とする授業と担当講師に対する満足度についてのアンケート

調査（以下「学生満足度調査」という。）の内容について，法人は公表

を拒んでおり，何ら客観的裏付けはないし，仮に，学生満足度調査の

結果，Ａ₃組合員が非常勤講師の中で法人の主張するとおりの順位で

あったとしても，Ａ₃組合員が若く，教歴が浅いことからすれば特筆す

るほど悪いとはいえない。  

また，法人の主張によれば，法人は，学生満足度調査の実施後，直

ちに本件雇止めを決定したことになるが，法人は，Ａ₃組合員が若くて

経験が浅いことを承知で雇用したこと，学生満足度調査が実施された

のは雇用してわずか約１か月あまりであったこと，今後改善する可能

性が十分にあることからすれば，その時点で見切りを付けるというこ

とは考えられず，法人がＡ₃組合員に対して改善の指導や助言等を行

うのが当然である。 

しかし，Ａ₃組合員は，同月以降，法人から何ら指導や助言を受けた

ことはなかった。これは，Ａ₃組合員の授業には特段の問題がなく，あ

えて助言や指導をする必要がなかったからである。さらに，Ａ₃組合員

は，同人の授業を受講した学生やロシア語のコーディネーターからは

高い評価を受けていた。 

また，Ａ₃組合員の授業点検を行ったＢ₅専任教員が作成した「Class 

Observation Form」と題する英語の書面（甲４２）によれば，Ａ₃組合

員の授業実施能力に改善の余地があったことがうかがわれるのに，学

校の校長であるＢ₂（以下「Ｂ₂校長」という。）は同書面の存在を知ら

なかったということからしても，法人が本件雇止めについて総合的に

丁寧に検討したとはいえない。 

ウ 以上によれば，本件雇止めには合理的理由がないことが明らかであ
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り，法人はＡ₃組合員の組合加入を理由として，それまで問題視してこ

なかった同人の能力や資質の問題を口実に本件雇止めを行ったもの

であって，本件雇止めが不当労働行為意思に基づく不利益取扱いであ

ることは明らかである。 

⑵ 法人の主張 

ア 再契約に対するＡ₃組合員の期待に合理性がないこと 

組合らは，非常勤講師契約はほぼ例外なく再契約される実態がある

と主張するが，法人における非常勤講師契約は学期単位の契約であり，

講師契約書にも，一方的自動更新条項や，再契約が当然予定されてい

ることを示す条項もないし，過去６学期（２２年度前期から２４年度

後期）の非常勤講師の再契約の状況を見ても，ほぼ例外なく再契約が

行われるという実態はない。また，Ｂ₂校長は，採用面接時や非常勤講

師契約の締結時にＡ₃組合員に対し，非常勤講師契約は期間満了によ

り当然終了し，次学期以降の再契約がされることは保証されていない

ことを明確に説明しており，Ａ₃組合員が再契約を期待することに合

理的な理由は全くない。なお，法人で，非常勤講師契約に関して責任

を持って説明する立場にあるのはＢ₂校長のみであり，他の教員が，非

常勤講師に対して契約について何らかの発言をすることはない。 

イ 本件雇止めが不当労働行為意思に基づくものでないこと 

法人は，Ａ₃組合員の組合加入について知る以前である２４年１１

月の時点で本件雇止めを決定していたのであり，本件雇止めは同組合

員の組合加入とは何ら関係がない。また，Ａ₃組合員に対し本件雇止め

を通知した時点ではＡ₃組合員の組合加入通知は受領していたが，そ

のことのみをもって本件雇止めが不当労働行為意思に基づくものと

いうことはできない（なお，法人は同時点でも支部の結成や他の組合

員の加入の事実は知らなかった。）。組合らは，法人がＡ₃組合員に本件
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雇止めを通知した時期が異例に早いとも主張するが，Ａ₃組合員に本

件雇止めを通知した時期は，非常勤講師の再契約手続の流れに従った

例年どおりの時期であり，異例に早いということはない。           

ウ 本件雇止めに合理的理由があること 

（ア）法人は，以下のとおり，Ａ₃組合員の授業実施能力が極めて低く改

善の見込みもないことなどから，同組合員の組合加入について知る

以前である２４年１１月の時点で本件雇止めを決定していた。   

すなわち，法人は，Ａ₃組合員が若年であることや語学教師として

の経験が浅いことに懸念はあったものの，履歴書や面接だけでは当

人の技量を測ることは難しいことや紹介者がいたことなどから，イ

ングリッシュ・コミュニケーション・スキルズという授業（以下「Ｅ

ＣＳ」という。）を担当させる非常勤講師として採用することとした。

ＥＣＳは，英語を使ってコミュニケーションをすることを重視した

課目であり，担当する非常勤講師には，単なる語学力だけでなく，

学生が英語によるコミュニケーション力を養えるように，高いレベ

ルの教授力，指導力，学生を授業に集中させ英語によるコミュニケ

ーションが積極的にされるようにクラスをコントロールする力な

どが求められる。このようなＥＣＳの授業実施上の留意事項や授業

の進め方，日本語が使用禁止であることなどは，非常勤講師契約締

結前にＥＣＳ担当コーディネーターであるＢ₅専任教員からＡ₃組

合員に対し説明がされていた。  

ところが，同年１０月下旬，複数の学生からの苦情を受けて，Ｂ

₂校長がＡ₃組合員の授業観察をした結果，Ａ₃組合員が授業で禁止

されている日本語を多用し，学生が日本語を使用することも注意し

ておらず，学生とのコミュニケーションの取り方も不出来であるこ

とが明らかとなった。また，Ｂ₂校長は，同年１１月中旬，Ｂ₅専任
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教員から，同教員が同月９日に行ったＡ₃組合員の授業点検の結果

及びフィードバックの面接の結果について，Ａ₃組合員の授業実施

能力が非常に低い旨及びＡ₃組合員はＢ₅専任教員からの指摘に対

して否定的な態度をとった旨の報告を受けた。 

さらに，同年１１月２０日に行われた学生満足度調査の結果によ

れば，Ａ₃組合員は非常講師の中で順位もポイントも低く，法人が再

契約をする基準に達していなかった。 

以上に加え，Ａ₃組合員については，コミュニケーション能力や社

会人としての資質の点で問題を感じる振る舞いがあり，法人として

は，学生の範たる教師としてふさわしくないと判断した。 

法人は，これらを総合的に考慮した結果，同年１１月の時点で本

件雇止めを決定したのであり，その判断は合理的なものである。 

（イ）組合らは，Ａ₃組合員は授業の実施能力に特段の問題はなかった旨

を主張し，これに沿う本件各再審査における同人の供述もあるが，

同人の供述は矛盾点や記憶が不明瞭な部分があり，信用できない。

また，組合らは，Ａ₃組合員の勤務状況についてＢ₄教員の推薦状（甲

２），支部執行委員長Ａ₂（以下「Ａ₂」という。）の陳述書（甲６，

２７）等を提出するが，両人ともＡ₃組合員の授業を実際に見たこと

はなく，Ａ₃組合員の授業実施能力についての評価等についても知

る立場にない。  

また，Ｂ₅専任教員が作成した「Class Observation Form」と題す

る英語の書面（甲４２）は，同教員が授業点検の際自ら作成した手

控えにすぎず，法人が作成したものでも交付したものでもないから，

Ｂ₂校長がこれを見たことがないからといって何ら不自然ではない。

むしろ，同文書の内容は，Ｂ₅専任教員からＢ₂校長への報告内容と

一致しており，法人の主張を強く裏付けるものである。 
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エ 以上のとおり，本件雇止めには合理的理由があり，Ａ₃組合員が組合

員であることの故をもってされたのではない。 

２ 争点２について 

⑴ 組合らの主張 

ア 本件各ビラ配布の支配介入該当性 

（ア）第１回ビラ配布について 

     組合員らは通行の妨害をしないように注意を払い，規律正しく平

穏にビラ配布をしていたにもかかわらず，法人は，正門前に約１０

名の職員を配備し，これらの職員はビラ配布の様子を録画したり，

身体を盾に使って組合員のビラ配布を妨害したりした。 

また，法人の管理職が，ビラ配布の最中，組合員に対して「大変   

なことになるぞ。」，「これはやばいことになるぞ。」などと発言し，

ビラを受け取った非組合員の非常勤講師に対し，ビラを持っている

ことで解雇される確率は９割である旨の発言もした。同人は，この

発言により大きな不安を覚え，組合加入を大いにちゅうちょし，結

局組合に加入しなかった。 

（イ）第２回ビラ配布について 

組合らは，２５年１０月１８日，学校の高田馬場校舎前において

第２回ビラ配布を行った。 

法人は前回と同様，約１０名の職員を配備し，これらの職員が同

ビラ配布の様子を録画したり，自分の身体を盾にして組合らの組合

員らのビラ配布を妨害した。また，ビラを受け取った者を追いかけ

て，無理矢理そのビラを取り上げるなどした。 

さらに，ビラ配布終了後に，組合員らが高田馬場駅へ向けて徒歩

で移動したところ，数名の法人職員が，高田馬場駅までこれを尾行

して監視し，さらに，ビラ配布に協力した申立外組合の役員である
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Ａ₄（以下「Ａ₄」という。）の所属する組合事務所の近くまで執よう

に尾行を続けた。 

（ウ）以上のとおり，法人は，組合らが行った平穏かつ秩序ある正当な

組合活動である本件各ビラ配布に対し，不当な妨害・威嚇をした。   

これは，対外的に組合らの活動が危険で違法であるとの印象を強

く植え付け，また，法人の職員が組合らに加入しようとする意思を

くじくものであり，支配介入に当たる。 

イ 法人の主張について 

法人は，多数の職員が正門の外に出てきたのは，学生の安全確保の

ためであると主張するが，そうであるならば，職員らは学生らをビラ

を配っている組合員の後方（路側帯の内側）に誘導すべきであるのに，

実際にはその前方に立ちはだかり，学生らは更に危険な車道側を通行

することになった。 

また，法人は，朝の挨拶当番で正門付近に立っている職員が気付き

自発的に誘導を行ったのであり，法人が組織的に職員を動員したので

はない旨も主張するが，朝当番の職員は通常は正門の内側にいるにも

かかわらず，本件各ビラ配布の際のみ，大勢の職員が正門の外に出て

組織的に職員らの身体を盾にして，壁を作り，威嚇するのであって，

通常の朝の対応とは全く異なる。法人は，結局，職員のこのような行

為を黙認しているのであるから，不当労働行為責任を免れない。 

⑵ 法人の主張 

 ア 支配介入に該当する事実がないこと 

本件各ビラ配布が実施されていた学校の高田馬場校舎前の道路は

狭く，かつ，歩行者や自動車の通行も多いところ，同ビラ配布はいず

れも学生の登校時間と重なり極めて混雑する時間帯に，組合員らが路

側帯付近に一定の間隔をおいて立ち並ぶという態様で行われた。その
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ため，学生らは車道にはみ出して通行をすることを余儀なくされ，危

険な状況であったことから，職員らが正門前のスムーズな通行を確保

し，学生の安全を確保するために，自発的に見守りや誘導を行っただ

けであり，同ビラ配布を妨害した事実はなく，支配介入に該当する行

為はそもそも存在しない。 

イ 支配介入と評価されないこと 

仮に，法人の職員が行った上記の見守りや誘導行為の結果，ビラ配

布がしづらい状況を作り出されたと評価されたとしても，その趣旨は

学生の安全確保にあること，いずれのビラ配布の際にも法人が職員ら

に対しその妨害を指示したことはなく，見守りや誘導は職員らによる

自発的な行動であること，法人が組合ら側に対し当初から組合活動を

阻害するような行為は一切しないと伝えていることなどに鑑みると，

使用者の行為により，労働者の自主性，独立性，団結力，組織力が損

なわれたとはいえず，支配介入には該当しない。    

なお，法人では学生の登下校の安全を確保するために常日頃から教

職員による見守りが行われており，少なくとも１０年以上前から，学

生の安全を確保するため，正門前でのチラシ等の配布についてはその

内容等のいかんによらず，職員が配布者に配布を止めるよう申し入れ

るという対応をとっている。 

ウ 法人に帰責性がないこと 

また，上記のとおり，いずれのビラ配布の際にも，法人が職員に対

して組合らのビラ配布の妨害を指示したことは一度もない。そもそも，

第１回ビラ配布の時点では，法人は，Ａ₃組合員以外の非常勤講師の一

部が組合らに加入していたことや支部が結成されたことについて知

らなかったし，Ａ₃組合員が組合らに加入し法人と団体交渉をしてい

たことについても，Ｂ₂校長他４名の職員しか知らなかったところ，同
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日，Ｂ₂校長は法人を不在にしていた。Ｂ₂校長は，第１回のビラ配布

の前に，法人内で労働組合のことを話題にしたことはなく，職員に対

して，労働組合や組合活動についての見解を示したことは，労働組合

一般についても，組合らについても全くなかった。   

また，第２回ビラ配布の際には，Ｂ₂校長も見守りに参加したが，見

守りの職員らに対して，学生が安全に登校できるよう心掛けて欲しい

旨述べただけで，同ビラ配布の妨害を指示したことはない。 

 

第３ 当委員会の認定した事実 

 １ 当事者等 

  ⑴ 組合は，企業の枠を越えて組織される，いわゆる合同労組として，２

２年４月２５日に結成された。本件各再審査申立時の組合員数は２１３

名である。 

  ⑵ 支部は，組合の下部組織として，２４年８月２８日に結成された。組

合員は，学校に勤務する非常勤講師であり，支部を当事者追加した時点

での組合員数は６名である。 

   ⑶ 法人は，昭和４５年に創立された「通訳ガイド養成所」を前身として，

現在，東京都に所在する学校及び大阪府に所在するＹ₃専門学校を運営し

ている学校法人である。在校する主な学生は，高校を卒業した者のほか，

大学生や社会人等である。 

 ２ 学校における非常勤講師の位置付け等 

 ⑴ 学校では，各年度につき，前期（４月から８月まで）と後期（１０月

から２月まで）の２学期制を採用しており，非常勤講師の契約は学期ご

とに締結されていた。なお，２４年度後期の契約期間は，２４年９月２

７日から２５年２月２８日までであり，２５年度前期の契約期間は，２

５年４月４日から９月１３日までであった。 
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    また，学校における教員の職種には，雇用期間につき定めのない専任

教員と，雇用期間につき定めのある非常勤講師とがあった。専任教員は，

クラス運営や授業カリキュラム作成等の業務を担うが，非常勤講師は，

法人から別途の指示がある場合を除いて指定された授業を行うのみであ

り，また，契約期間中であっても，授業が実施されない時間や夏季及び

冬季の休暇期間に原則として従事する業務はなく，専任教員と異なり兼

業も禁止されていなかった。 

  ⑵ 学校では，各学期の開講に先立ち，全ての非常勤講師に対して授業実

施上の留意点の周知等を行う「講師会」と呼ばれる説明会を行い，その

後，Ｂ₂校長が各非常勤講師と個別に面談し，英語を母語とする非常勤講

師の場合には通訳のための職員も同席した上で，講師契約書の英訳文も

提示しながら非常勤講師契約の内容や担当授業の説明を行い，契約を締

結していた。 

   なお，法人は，２５年度後期の契約（２５年９月）以降，ＥＣＳを担

当する英語を母語とする講師を対象とする講師会を廃止し，Ｂ₂校長によ

る個別面談のみを行うこととしたが，他の言語（韓国語，ベトナム語，

イタリア語等）については引き続き講師会を開催している。   

３ Ａ₃組合員の採用 

  ⑴ Ａ₃組合員は，オーストラリアから２３年８月２３日に来日し，英会話

学校の講師等をしていた。そして，当時，組合の役員であり，法人の非

常勤講師として勤務していたＡ₅組合員（以下「Ａ₅」という。）の紹介に

より，２４年８月１７日，Ｂ₂校長の面接を受け，同月２１日，２４年度

後期の非常勤講師として採用する旨の通知を受けた。 

⑵ Ａ₃組合員は，２４年９月２７日，講師会に出席し，同年９月２７日か

ら２５年２月２８日までを契約期間とする非常勤講師契約を締結した。 

    なお，Ｂ₂校長は，非常勤講師契約締結の際，Ａ₃組合員との個別面談
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を日本語で行い，同席したＢ₃専任教員（以下「Ｂ₃教員」という。）が通

訳をした。また，Ａ₃組合員は，講師契約書に署名する際，その内容を日

本語及び英訳文で確認した。 

  ⑶ Ａ₃組合員は，ＥＣＳを週１１コマと，「ロシア語入門」を週１コマ割

り当てられ，１日２コマから４コマの授業を週に４日行うこととなった。

ＥＣＳとは，英語を母語とする専任教員又は非常勤講師が担当し，単な

る英語の授業ではなく，英語によるコミュニケーションを重視する授業

である。 

Ａ₃組合員は，２４年１０月４日から授業を開始し，学期末である２５

年２月８日まで授業を行った。ただし，２４年１２月１２日から２５年

１月６日までは学校の冬季休暇期間のため授業はなく，Ａ₃組合員が授業

を行った実質の期間は約３か月間であった。 

 ４ Ａ₃組合員の非常勤講師契約の内容及び非常勤講師の再契約の手続等 

  ⑴ Ａ₃組合員が法人と締結した「講師契約書」（乙１の１）には，以下の

定めがあった（甲は法人，乙はＡ₃組合員を指す。）。 

   「１．雇用期間：２０１２年度後期（２０１２年９月２７日から２０１

３年２月２８日まで） 

ただし，乙の担当する講義開始日から２０日間は試用期間とする。 

    ５．担当科目および講義時間等： 

     １）乙は甲の講師として，甲の学生に対して講義を行い，かつこれ

に関連しまたは付随する業務を行うものとする。なお，乙の担当

する学科，学年，校舎，講義日，時間は別に配布する学事日程お

よび時間割（講師用）のとおりとする。 

        （以下略） 

    １０．退職 

     １）乙が次の各号のいずれかに該当するときは，それぞれに定める
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日をもって退職とする。 

      ①契約期間が満了したとき  満了日 

     （以下略） 

       １４．再契約： 

      本契約は期間満了により当然終了する。ただし，甲は乙に対し，

次学期の専門授業の有無や学生数，乙の勤務態度，乙の講義の質お

よび学生の満足度などを総合考慮した上で，次学期について改めて

契約を申し込むことがある。」 

⑵ 学校では，Ｂ₂校長が非常勤講師との次学期の再契約の可否を決定して

おり，再契約の手続は，再契約を依頼してもよいと決定した講師に対し

て学期末（前期の場合は７月初旬頃，後期の場合は１月末から２月初め

頃）に「アベイラビリティ・シート」と呼ばれる書類を配布して，次学

期の担当授業やコマ数の希望及び授業可能な曜日・時間を聴取し，これ

を参考にして諸条件を調整した上で授業と授業担当者を決定し，講師会

の直後，各非常勤講師がＢ₂校長と個別に面接し，講師契約書に署名する

という手順で行われていた。 

一方，再契約しない非常勤講師には，契約終了の約１か月前であって，

かつ，上記「アベイラビリティ・シート」の配布より前に，Ｂ₂校長から

雇止めの通知をすることとなっていた。 

２５年度前期に向けたアベイラビリティ・シートは２５年２月８日頃，各

講師に配布された。 

５ Ａ₃組合員の評価 

⑴ 学生満足度調査 

ア 法人では，学生を対象として，受講した授業と担当講師に対する満

足度を５段階で評価して回答するアンケート調査を各学期に１回実

施しており，これを学生満足度調査と称している。 
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２４年度後期の学生満足度調査は，２４年１１月上旬に実施された。 

 イ 学生満足度調査の結果は，授業充実化のための資料として法人内部

でのみ用いられており，過去には，調査結果を講師本人に開示してい

たが，１９年頃に取扱いを変更して非開示としている。 

⑵ Ａ₃組合員の授業点検の実施及びその後の指導等 

ア 法人においては，授業の運営について非常勤講師からの質問に回答

したり，アドバイスをする役割を担うコーディネーターと呼ばれる専

任教員を置いており，コーディネーターは，非常勤講師の授業状況を

見分して，その問題点を確認，指摘する授業点検を行っている。 

  コーディネーターであるＢ₅教員は，２４年１１月７日頃，Ａ₃組合

員のＥＣＳの授業点検を行い，その結果を「Class Observation Form」

と題する書面（甲４２）に記録した。 

また，同日頃，Ａ₃組合員に対して授業点検の結果についてのフィ

ードバックの面接を行い，Ａ₃組合員の求めに応じて，上記「Class 

Observation Form」と題する書面（甲４２）のコピーを手渡した。 

イ Ｂ₅専任教員は，同月中旬，Ａ₃組合員の授業点検及びフィードバッ

ク面接の結果をＢ₂校長に口頭で報告した。 

   ウ Ｂ₂校長は，上記Ｂ₅専任教員からの報告の前後にわたり，Ａ₃組合員

の授業を廊下の窓から複数回観察していたが，上記報告後も同人に対

して特段の改善指導は行わなかった。 

 ６ Ａ₃組合員の組合加入と法人への公然化 

  ⑴ Ａ₃組合員は，２３年１１月１９日付けで，組合に加入届を提出し，

２４年２月１８日付けで加入承認を受けて組合員となった。その後，同

年８月２８日，支部が結成された。 

 ⑵ 組合らには，Ａ₃組合員を含めて法人に勤務している組合員が数名い

たが，公然化していた者はいなかった。 
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２５年１月２２日，Ａ₃組合員の組合加入通知書が法人にファクシミ

リ送信され，同組合員についてのみ組合加入が公然化した。 

なお，Ａ₃組合員の組合加入が公然化する以前において，組合らが法

人に何らかの要求をしたり，団体交渉が行われたことはなかった。 

   ⑶ 上記⑵の組合加入通知書には，①Ａ₃組合員が組合らに加入している

こと，②今後，法人は組合員の労働条件等について組合らと協議する義

務があること，③団体交渉を申し入れた場合には速やかに応ずべきこと

等が記載されていたが，具体的な交渉事項や要求の記載はなかった。 

 ７ Ａ₃組合員の雇止め 

  ⑴ ２５年２月１日，Ｂ₂校長は，Ａ₃組合員と面談し，同月２８日の契約

期間満了をもって契約が終了するが，次学期の再契約は行わない旨を伝

えた。Ｂ₂校長は，その際，Ａ₃組合員から授業の質に問題があったのか

と質問され，学生満足度調査の結果が低かったことを伝えた。Ａ₃組合員

は，Ｂ₂校長の説明を聞いて，特段の異議を述べることはなく，面談は５

分程度で終了した。なお，この面談にも法人のＢ₃教員が同席し，英語通

訳をした。 

  ⑵ ２５年２月５日，Ａ₃組合員は，Ｂ₂校長に対して，法人が本件雇止め

したことは受け入れられない旨を通知した。 

８ 本件雇止め通知後の労使関係 

⑴ ２５年２月６日，組合らは，法人に対して，本件雇止めの撤回や学生

満足度調査結果の開示等を求めて団体交渉を申し入れ，同月２５日，第

１回団体交渉が行われた。しかし，団体交渉では，交渉で使用する言語

を英語とするか日本語とするかについて，組合らと法人との意見が対立

し，実質的な交渉が行われないまま終了した。 

    同月２８日，Ａ₃組合員の契約期間は満了した。 

⑵ ２５年３月２１日，日本語で団体交渉を行うこととなり，Ａ₃組合員の
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雇止めを交渉事項として，第２回団体交渉が行われた。 

  団体交渉では，組合らがＡ₃組合員の学生満足度調査結果の開示を求め

たが，法人は，調査結果は内部資料であり，組合らに開示しないこと等

を回答した。 

⑶ ２５年４月１８日，第３回団体交渉が行われ，法人は，組合らに対し

て，①再契約は，講師契約書第１４条に定められた要素を総合考慮して

判断しており，採用面接時と契約締結時にＡ₃組合員に説明していること，

②本件雇止めは，同人の学生満足度調査が低いこと等を総合的に判断し

たこと，③組合らに学生満足度調査の結果は開示しないこと等を回答し

た。 

同月２６日，組合らは，法人に対して，第３回団体交渉における法人

の回答や態度に抗議する文書を送った。同年５月７日，法人は，①学生

満足度調査の結果は開示しないこと，②Ａ₃組合員には，同人の学生満足

度調査の結果が低かったことを同年２月１日の面談にて説明しているこ

と，③再契約は講師契約書第１４条に定めた事項を総合的に判断して決

定していること等を回答した。 

  ⑷ ２５年６月６日，組合は，都労委に対し，本件不当労働行為救済申立

てを行った。 

  ⑸ ２５年６月７日，第１回ビラ配布の際，組合らは法人に対し，支部結

成及び支部の組合員全員の組合加入を公然化した（後記１０⑵）。 

 ９ 組合らによるビラ配布 

  ⑴ 学校正門前の道路状況等 

   ア 本件各ビラ配布が行われた正門前には，最高速度が時速２０キロメ

ートルに指定された，幅員７メートル程度の道路があり，車道と路側

帯が白線で区分されていた。 

   イ 学校では，常勤の教職員は午前８時３０分頃までに出勤していたが，
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非常勤講師は，自分が担当する授業開始時間に合わせて出勤しており，

授業開始時間が午前９時２０分である１時限目を担当する非常勤講

師の多くは，午前９時前後に出勤していた。また，学生は，午前８時

５０分から午前９時２０分頃にかけて登校しており，そのピークは午

前９時頃であった。 

⑵ ２５年６月７日のビラ配布（第１回ビラ配布） 

ア ２５年６月７日，組合らは，正門前にて第１回ビラ配布を行った。

ビラ配布は，午前８時４５分頃から開始され，組合らの組合員及びＡ

₄（以下，Ａ₄と本件各ビラ配布に参加した組合らの組合員とを併せて

「組合員ら」という。）の８名程度が参加した。 

   イ 配布したビラには，「Ｘ₂支部の結成が通告されました。」，「講師に対

する不当解雇や不当なコマ数のカットなどを理由に，私たちは労働組

合を結成し，その結成を経営側に通告することにしました。」のほか，

「勤務年数の長い講師は，担当する授業のコマ数を何の説明もないま

まにカットされる。一方，法人は授業を埋めるために，派遣の講師を

採用している。」等，法人に対する組合らの要求や主張が記載されてい

た。また，ビラの裏面には，法人に勤務する組合員や非組合員に向け

て，同日午後７時から居酒屋で開催される宴会への誘いが記載されて

いた。 

なお，ビラの発行者は支部となっており，組合事務所の住所が記載

されていた。 

ウ ビラ配布を始めた時点では，正門前付近に法人の警備員が立ってい

るのみであった。組合員らは警備員から制止されることはなく，正門

前の道路の路側帯の白線の内側に沿って立ち並び，登校してくる学生

や教職員などの学校関係者らに，支部の結成を伝えたり，朝の挨拶を

しながら，しばらくの間ビラを配っていた。 
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エ ビラ配布開始からしばらくすると，学校の英語の専任教員であるＢ

₆（以下，「Ｂ₆」という。）が校舎内から正門前に現れて，ビラを配る

組合員らに事情の説明を求めたため，組合員のＡ₆（以下，「Ａ₆」とい

う。）が，「組合結成通知ならびに団体交渉の申入れ」（以下，「支部結

成通知書」という。）をＢ₆に手交し，ビラ配布について説明した。Ｂ

₆はＡ₆の説明を聞いた後，一旦校舎の敷地内に入っていった。 

なお，Ｂ₂校長は同日，学校を不在にしていた。 

   オ その後も組合員らは主に登校してくる学校関係者らに対してビラ配

布を続けていた。 

道路は学生らをはじめとする歩行者で比較的混雑しており，時々自

動車の往来もあったが，そもそもビラ配布の行われている正門付近に

さしかかる前から車道を歩いている者も相当数おり，また，ビラを受

け取らずに通り過ぎる者も多く，ビラを受け取っても立ち止まる者は

ほとんどおらず，ビラ配布によって正門付近の道路の通行が特に乱れ

るとか，滞ることはなかった。 

カ ビラ配布の開始から約１０分経過した頃，１名の職員が校舎から現

れてＡ₄に対し，事前に学校に申請したのかなどと尋ね，これに対しＡ

₄が組合の結成や公道上のビラ配布について法人の許可は必要ないこ

となどについて説明した。 

さらに，Ｂ₆を含む２，３人の職員が現れ，Ａ₄や上記職員の周囲に

集まって手にしたビラをのぞき込んだりしていたところ，Ａ₆が，組合

結成通知やビラ配布について再度説明した。 

これに対して上記職員が，学生へのビラ配布はやめてもらうようお

願いしているなどと発言した。 

キ その後，Ａ₆とＢ₆が会話しているところへ，出勤してきた非常勤講

師のＣ₁（以下「Ｃ₁」という。）がビラを手にしてやってきて，Ｂ₆と
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会話した（なお，組合らは，このときＢ₆がＣ₁に対し，英語で，ビラ

を持っていると解雇される確率は９割であるなどの威迫的な発言を

した旨も主張し，証拠として，当該発言が録取されているとする第１

回ビラ配布の録画映像（甲２５のＡ），当該発言を聞いたとするＡ₅の

供述（甲３４，初審①Ａ₅１０頁）もあるが，上記録画映像の録音反訳

及び翻訳は提出されていないこと，発言の当事者であるＢ₆やＣ₁らの

供述もないことからすると，Ｂ₆が組合らの主張するような発言をし

た事実を認めることは困難である。）。 

ク ビラ配布の開始から約１２，３分経過した頃，前記カで現れた職員

のうちの１人が正門付近でビラを手にしながら携帯電話でＢ₂校長と

数分間通話し，その途中，組合員らに対し今日の授業は実施するのか

などと尋ねた。   

なお，上記職員の電話の相手方がＢ₂校長であったことは，第１回ビ

ラ配布の様子を録画した映像（甲２５のＡ）から明らかな上記職員の

言動と，Ｂ₂校長の供述（第１回ビラ配布の最中に職員から電話があり

支部結成通知書や同ビラ配布についての報告を受け，その際，同職員

に対し組合員らが今日の授業を実施するのか確認してほしいと指示

したとの供述。初審②Ｂ₂６２頁，再審査①Ｂ₂５～６頁）が一致して

いることから認められる。 

ケ ビラ配布の開始から約１５分経過した頃，１名の職員が現れ，組合

員らの前面（道路側）に立ち，組合員らに背を向けた状態で組合員ら

と歩行者らとの間に立ちふさがり，登校してくる学生らなどに向かっ

て，両手を広げて通行を促すような動作を繰り返すなどし，組合員ら

のビラ配布が困難になることが度々あった。また、この職員は，組合

員がビラを渡そうと学生らに近寄ると，「いい，もらわなくていい。」

と発言しながら，学生らと組合員らの間に体を割り込ませ，学生らが
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ビラを受け取らないようにした。 

コ その後，更に数人の職員が校舎内から現れ，そのうちの１名が「ど

んどん声掛けて。」と促すと，正門前付近において少なくとも５名程度

の職員が，一斉にビラを配る組合員らの前面（道路側）に並んで立ち，

組合員らと歩行者らとの間に立ちふさがる状態で，登校する学生に朝

の挨拶の声掛けを開始した。 

  その間，上記の電話をした職員はＡ₆を呼び寄せ，校舎敷地内で会話

するなどしていた。 

   サ ビラ配布の開始から約２０分経過した頃，２名の職員が道路の反対

側からビラ配布の様子の録画を開始した。 

   シ 組合員らはその後もそのままの状態でビラ配布を続け，開始から約

２５分で終了した。 

   ス 組合らは，同日，法人に対し，第１回ビラ配布の際に職員による妨

害行為があったとして抗議をした。これに対し法人は，同年７月２４

日，組合らに対し，学生の通学や一般の通行の邪魔にならないよう組

合員らに配慮を求めたことはあったが，ビラ配布を阻止するような行

動はしていないと回答した。 

  ⑶ ２５年１０月１８日のビラ配布（第２回ビラ配布） 

   ア ２５年１０月１８日午前８時４５分頃から，１０名程度の組合員ら

が，学校の高田馬場校舎の正門前で第２回ビラ配布を開始した。組合

員らは，前回と同様に，正門前の道路の路側帯の内側に沿って立ち並

び，登校する学生や教職員ら学校関係者に，朝の挨拶等をしながらビ

ラを手渡していた。 

   イ 配布したビラには，「Ｙ₂専門学校で学ぶ皆さんと，そのご保護者様

へ」との標題のもと，「全ての講師が厚生年金，健康保険に加入できる

こと」，「スケジュールを事前に知らせること」，「学期から学期へのコ
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マギレ契約から，全講師に対して期間の定めのない雇用を認めるこ

と」，「学生満足度調査結果の講師本人への公開」等，法人に対する組

合らの要求や主張が記載されていた。 

     なお，ビラの発行者は支部となっており，組合事務所の住所と連絡

先のメールアドレスが記載されていた。 

ウ 組合員らがビラ配布を開始して間もなく，Ｂ₂校長，第１回ビラ配布

の際にもいた職員らを含む６名程度の職員及び警備員が正門前に現

れ，Ｂ₂校長が組合員らに対し，「学生は関係ないよね。」などと発言し

た。 

職員らは，第１回ビラ配布の際と同様，組合員らと歩行者らとの間

に立ちふさがり，登校してくる学生らに向かって，両手を広げて通行

を促すような動作を繰り返し，さらに，組合員らが職員の体を避けて

ビラを差し出そうとすると，職員らが組合員らの動きに合わせて手や

体を動かし，その結果，組合員らがビラを差し出すことができないこ

とが度々生じた。 

また，自らの前面に立つ職員を避けるため，配る位置を変えようと

移動した組合員らもいたが，職員も共に移動してその前面に立ちふさ

がり続けたため，ビラを配ることができないという事態も生じた。 

職員らは，車両が通ると学生らに口頭で危ないなどの注意喚起をす

ることもあったが，自らの体勢を変えることはなかった。 

エ さらに，複数の職員が，ビラを受け取った学校関係者に近づき，手

を伸ばしながら話しかけ，ビラを回収しようとする行為を数回行い，

実際に回収したこともあった。さらに，職員の一人は，ビラ配布の開

始から約１２分が経過した頃，ビラを受け取ろうとした学生に対して，

「もらわなくていいよ。」，「とらなくてもいい。」等の発言をした。 

オ Ｂ₂校長は，数名の職員らと共に正門付近に立ち，ビラ配布の様子や
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職員らを見守っていたが，時々道路の方まで歩きながら，組合員らに

対して学生が路側帯の中を歩けるよう路側帯の更に内側に下がるよ

うに声を掛けるなどした。また，Ａ₆に対して学生の安全はどうするの

かなどと尋ねた。 

Ｂ₂校長は，ビラ配布の開始から約２０分経過した頃には，ビラを受

け取った学校関係者に手を差し出してビラを回収しようとしたが，Ａ

₆がビラ配りを妨害しないよう注意した。 

   カ 第２回ビラ配布についても法人の職員が正門付近でビラ配布の様子

を録画していた。 

キ Ａ₆は，ビラ配布の間中，組合員らの前面に立つ職員らに対して，ビ

ラ配布を妨害しないように繰り返し抗議を行った。 

ク 組合員らはそのままの状態でビラ配布を続け，開始から約２５分間

でビラ配布を終了した。 

ケ なお，第２回ビラ配布の際の道路の状況は，第１回ビラ配布の際と

それほど変わらないものであり，職員が組合員らに正門前を塞がない

ように求めることが数回あったが，ビラ配布によって正門付近の通行

が大きく滞る等の支障や混乱が生ずることはなかった。 

コ ビラ配布が終了すると，組合員らのうち数名が学校に出勤し，それ

以外の者は，高田馬場駅に向かって徒歩で移動した。また，正門前付

近にいた職員のうち４名程度が，駅方面へ向かう組合員らの後に続い

て駅前まで移動した。 

その後，組合員らが駅付近に到着すると，職員は駅前の道路を挟ん

で反対側の位置に立ち，しばらくの間，両者が道路を挟んで相対する

状態となった。 

   ⑷ ２５年１０月１８日及び同月２３日，組合らは，第２回ビラ配布にお

いて，法人がビラ配布を妨害し，また，ビラ配布を終えた組合員らを尾
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行したとして抗議を行った。 

  ⑸ ２５年１０月２９日，法人は，組合らに対して，第２回ビラ配布にお

ける職員の行動は，学生の安全確保のための誘導を行ったもので，ビラ

配布の妨害はしておらず，また，ビラ配布終了後，職員が正門から高田

馬場駅付近まで通学路の確認はしたが，組合員らを尾行した事実もない

旨を回答した。 

    また，法人は，組合らに対して，法人の講師が労使紛争に関係のない

学生にビラを配布したことは，学生に対する教育的配慮に欠ける行為で

あるなどと抗議した。 

１０ 本件初審申立て後の労使関係 

第１回団体交渉以降，使用する言語を巡って労使で意見が対立し，団体

交渉は円滑に進まない状態であった。 

組合らは，２６年１月１４日，①法人が日本語で団体交渉を行うことに

固執し，団体交渉での通訳を拒否する等により団体交渉を拒否したり団体

交渉の進行を滞らせたことが労組法第７条第２号に規定する不誠実な団体

交渉に，②法人が本件各ビラ配布を妨害したことが同条第３号に規定する

支配介入に当たるとして，本件初審の追加申立てを行った。 

その後，団体交渉のルールについて，都労委にて調整を行い，同年７月

８日，本件初審第８回調査期日にて，組合らと法人とは協定書を締結し，

同年１０月８日，組合らは，上記①に係る追加申立てを取り下げた。 

１１ 本件初審追加申立て後のビラ配布 

  ⑴ ２６年１月２２日及び２４日，組合らは，正門前にてビラ配布を行っ

たが，本件各ビラ配布と同じく，正門前の道路上で，組合員らと職員が

入り乱れる状態となった。同日及び同年２月１２日，組合らは，職員が

ビラ配布を妨害したとして，法人に抗議を行った。 

  ⑵ ２６年２月１３日，組合らは，同年１月２２日及び２４日のビラ配布
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において，法人がビラ配布を妨害したとして，都労委に対し，審査の実

効確保の措置申立てを行った。 

    都労委は，同年６月２０日，本件初審第７回調査期日において，審査

委員が，法人に対して，組合活動の妨害と疑われる事態を招かぬよう慎

重に対処するよう口頭で要望した。 

１２ 本件初審係属中における後続事件の都労委への申立て 

⑴ 組合らは，本件初審係属中の２７年１０月１３日，都労委に対し，①

Ａ₇組合員の高校生対象の特別授業を大幅に減少させたこと（労組法第７

条第１号），②Ａ₇組合員の３回を除き全組合員をオープンキャンパスの

仕事から外したこと（労組法第７条第１号），③Ａ₂の１コマの授業を２

コマに分断して１コマ減らしたこと（労組法第７条第１号），④２７年７

月９日に支部が行ったビラ配布を妨害したこと（労組法第７条第３号）

を申立事実とする不当労働行為救済申立てを行った。 

⑵ 組合らは，同年１２月１６日，前記⑴の救済申立てにおいて，さらに，

①組合員全員が該当する英語担当講師を対象とした「講師会」（ティーチ

ャーズ・ミーティング）のみ開催を中止したこと（労組法第７条第３号），

②２７年１０月２２日及び１１月３０日の団体交渉において「就業規則

の写しを付与する」との要求に応じられない理由を説明しないこと（労

組法第７条第２号），③同年１０月２２日を含めたこれまでの団体交渉に

おいて「生徒満足度を公開する」との要求に応じられない理由を説明し

ないこと（労組法第７条第２号）を申立事実として追加した。 

第４ 当委員会の判断 

１ 争点１（本件雇止めは労組法第７条第１号に規定する不利益取扱いに当

たるか）について  

⑴ 本件雇止めが通知された時期等について 

ア 組合らは，法人がＡ₃組合員の組合加入の公然化後，わずか１１日後
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に本件雇止めをしたこと，非常勤講師契約に関することは契約更新の

時期の直前まで非常勤講師に伝えないのが慣行であるにもかかわら

ず，Ａ₃組合員にのみ異例な時期に本件雇止めを通知したことからす

れば，本件雇止めには明らかな不当労働行為意思が認められるなどと

主張する。 

この点，前記第３の６⑵，７⑴に認定したところによれば，確かに，

Ａ₃組合員は，２５年１月２２日，法人に対して組合加入を公然化した

ところ，Ｂ₂校長は，その１０日後の同年２月１日，同組合員に対して

本件雇止めの通知をしたことが認められ，Ａ₃組合員の組合加入の公

然化と本件雇止めの通知は，相当程度に近接した時期に行われている

といえる。 

そして，合同労組である組合らが法人における組合員の存在を明ら

かにしたのは，Ａ₃組合員が初めてであったことも考慮すると，このよ

うな時期に本件雇止めの通知をしたことが，法人の通常の手続に照ら

し異例であり，他に合理的な理由もないなどの事情があれば，組合ら

の主張するとおり，本件雇止めは，Ａ₃組合員が組合員であるが故にさ

れたものと推認され得るといえる。 

イ そこで，学校における非常勤講師の再契約の手続の流れを見ると，

前記第３の４⑵によれば，学校においては，再契約を依頼してもよい

と決定した講師に対しては，次学期における担当授業の割当ての希望

等の調査のため，学期末（後期の場合は１月末から２月初め頃）に「ア

ベイラビリティ・シート」と呼ばれる書類を配布し，一方，再契約を

しない非常勤講師に対しては，やはり学期末（契約終了の約１か月前），

ただし「アベイラビリティ・シート」の配布より前に，雇止めの通知

をすることとなっていたことが認められるところ，２４年度後期にお

いて，学校が２５年度前期に再契約を依頼する非常勤講師らにアベイ
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ラビリティ・シートを配布したのは，Ａ₃組合員に対する本件雇止めの

通知の約１週間後である同年２月８日頃であることが認められる。 

そうすると，Ａ₃組合員に対する本件雇止めの通知の時期（２月１日）

が，直ちに上記の法人における通常の手続の流れに沿わないものであ

るとか，他の非常勤講師に比して異例の扱いであるとまでは言い難く，

他に本件雇止めの通知の時期について，Ａ₃組合員が他の非常勤講師

と異なる扱いを受けたなどの事情もうかがえない。 

ウ 以上によれば，本件雇止めの通知の時期の点だけからは，本件雇止

めがＡ₃組合員が組合員であるが故にされたものとは直ちに推認する

ことはできないというべきである。 

そこで進んで，本件雇止めが，労組法第７条第１号所定の組合員で

あることなどからされたものであることを推認させる事情の存否に

ついて，本件雇止めの理由その他の観点から検討を加えることとする。 

⑵ Ａ₃組合員の再契約への期待について 

ア Ａ₃組合員の非常勤講師契約の内容 

法人とＡ₃組合員が締結した「講師契約書」（乙１の１）には，①雇

用期間について２４年度後期（２４年９月２７日から２５年２月２８

日まで）である旨（第１条），②契約期間が満了したときはその満了日

をもって退職とする旨（第１０条１項），③再契約につき，本契約は期

間満了により当然に終了するが，法人はＡ₃組合員に対し，次学期の専

門授業の有無や学生数，勤務態度，講義の質及び学生の満足度などを

総合考慮した上で，次学期について改めて契約を申し込むことがある

旨（第１４条）明記されているところ，その他自動的に契約更新又は

再契約がされることをうかがわせるような記載はない（第３の４⑴）。 

そうすると，非常勤講師契約は，その規定上は，当然に再契約を予

定しているものではないといえる。 
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イ 再契約の実態 

（ア）組合らは，学校の非常勤講師についてはそのほとんどが再契約さ

れていたと主張し，１０年から学校に非常勤講師として勤務してい

るＡ₂は，学校において，非常勤講師は深刻かつ不可避の問題がない

限り自動的に契約更新がされていたなどと述べ（甲６，２７，初審

①Ａ₂４頁，２０～２１頁），その根拠として，①１０年の自らの採

用面接の際，当時の面接の担当者から少なくとも１年間は仕事を続

けられると言われたこと（甲２７），②過去に講師会に出席しなかっ

た際，そのことが次学期の再契約に影響するかについてＢ₂校長に

尋ねたところ，心配はない旨の返答があったこと（甲２７，初審①

Ａ₂２１頁），③同人が学校で勤務を開始して以降の１０年間におい

て，再契約を望んだのに雇止めとなった講師は極めて少数であった

こと（甲６，２７，初審①Ａ₂４～５頁）などを挙げる。 

しかし，①については，学校で非常勤講師の再契約の可否を決定

していたのはＢ₂校長であるから（第３の４⑵），仮に面接担当者が

そのような発言をしたとしても，それだけでは学校において非常勤

講師契約が更新されるのが一般的であったと認定するまでには至

らない。 

②についても，仮にそのようなＢ₂校長の発言があったとしても，

それはあくまでＡ₂個人に係る次学期についての再契約について述

べたものにすぎない。何より，Ａ₂自身，Ｂ₂校長から非常勤講師契

約が自動更新であると聞いたことは一度もない旨を述べている（初

審①Ａ₂２１頁）。 

また，③については，同人は非常勤講師全体の再契約の状況につ

いて完全に把握しているわけではないと述べており，再契約がされ

なかったとする講師の数や再契約拒絶の理由についての供述にも
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一貫性がない（甲６，２７，初審①Ａ₂４～５頁・２１～２２頁）。 

結局，Ａ₂の供述から，法人において非常勤講師契約が自動更新さ

れることとなっていたとか，事実上更新が常態化していたなどの事

実を認めることはできない。 

（イ）かえって，Ｂ₂校長の供述（乙２２，初審②Ｂ₂５０・５４・８１

頁）によれば，法人においては，学科ごとに必要な授業数が変動す

ることや前期と後期で実施される科目も異なることなどから，非常

勤講師に依頼すべき授業が各学期の時間割が確定した後にしか決

められないため，学期単位での契約を行っているというのであり，

非常勤講師について学期単位の契約をしているのは学校のカリキ

ュラム編成上の理由によることがうかがえ，これを覆すに足りる証

拠はない。 

また，非常勤講師に次学期の授業を依頼するか否かはＢ₂校長が

判断しており，その際には，専門授業の有無，学生数，当該非常勤

講師の質，学生の満足度，専任教員や学生からのコメント，Ｂ₂校長

自身の行った授業観察の結果，日常の振る舞い等を総合的に勘案し

た上で検討していることが認められ，他にこれを覆すに足る証拠も

ない（乙２２，３３，初審②Ｂ₂５１・８１頁）。 

また，学校における非常勤講師の再契約の手続の流れは前記にも

見たとおり，再契約を依頼する講師には，学期末にアベイラビリテ

ィ・シートを配布して授業担当の希望の有無や授業可能な曜日・時

間を聴取し，各非常勤講師に依頼する具体的な授業を決め，学期末

にＢ₂校長と各非常勤講師が個別に面接をした上で，新たな講師契

約書に署名するという手順を踏む一方，次学期に再契約を予定して

いない非常勤講師には，アベイラビリティ・シートの配布はせず，

契約終了の約１か月前であって、かつ、上記アベイラビリティ・シ
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ートの配布より前にＢ₂校長から再契約の予定がないことを伝えて

いることが認められるのであって（第３の４⑵），再契約する者とし

ない者の取扱いは明確に異なっており，再契約に係る手続が形骸化

していたなどの事情も認められない。 

（ウ）さらに，Ｂ₂校長は，非常勤講師の再契約の実態につき，①学校に

おいては，英語科目の非常勤講師は各学期３０名程度が勤務してい

るところ，２２年度前期から２４年度後期までの６学期間において，

契約期間満了後に次学期の再契約を行わなかった非常勤講師４４

名のうち，能力上の理由により再契約をしないと法人が判断した非

常勤講師は，Ａ₃組合員を含め１２名存在したこと，②そのうちＡ₃

組合員を含む４名については，法人から再契約をしないことを本人

に通知したこと（残りの８名については，再契約をしないことを決

定した後，その通知前に，当該非常勤講師らから次学期の契約を希

望しない旨が伝えられたため，法人からの通知は要しなかった。）こ

となど，具体的に供述しており，その内容に特に不自然な点もない

（乙２２，初審②Ｂ₂５２頁）。 

一方，この点に係るＡ₂の供述（初審①Ａ₂４～５・２１～２２頁）

が採用できないことは，前記（ア）で述べたとおりである。 

そうすると，Ｂ₂校長が供述するとおりの事実が認められ，再契約

を望んだにもかかわらず，法人が再契約をしなかった非常勤講師は

実際にも一定数存在したといえる。 

（エ） 上記の各事情を併せ考慮すれば，法人における非常勤講師契約は，

実態としても当然に再契約が予定されているものではなかったと

いうべきである。 

ウ その他再契約を期待させる事情の有無 

Ａ₃組合員は，非常勤講師契約を締結する際，Ｂ₂校長と面談し，講
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師契約書の日本語及び英訳文を確認した上で署名したが（第３の３

⑵），その際，Ｂ₂校長から契約期間や再契約について特段の言及はな

かったことや，他の講師から長期的に働けると聞いたため，再契約さ

れることが前提となっていると考えていたなどと述べる（甲３９，再

審査②Ａ₃１・１０・２１頁）。 

しかし，一方でＡ₃は，契約時に具体的に誰が何を言ったか覚えてい

ないなどとも述べ（再審査②２１頁），Ａ₃組合員の供述によってもそ

の発言のされた時期や状況，具体的な発言内容については明らかでは

なく（再審査②１・１０・２１頁），また，上記のＡ₃に対して長期的

に働けると述べたという講師は，人事に関与する管理職ではなく，契

約締結に立ち会ってもいないというのであって（再審査①Ｂ₂７頁），

上記のＡ₃の供述から，直ちに同人に再契約について期待を抱かせる

事情があったと認めるのは困難である。 

かえって，Ａ₃組合員が署名した講師契約書には，契約期間や再契約

に関する条項が明記されており，同組合員はその内容を日本語及び英

語で確認した上で署名していることからすれば（前記第３の３⑵），同

組合員は当然にその内容を了知していたと解されることに加え，Ｂ₂

校長は，契約期間や再契約についてＡ₃組合員に説明したと供述して

いるところ（乙２２，３６，初審②Ｂ₂５０～５１頁，再審査②Ｂ₂８・

１１頁），契約期間や再契約に関する規定は非常勤講師契約の中でも

最も重要な部分であること，前記第３の３⑵のとおり，Ｂ₂校長は個別

面談の席上で通訳を介して自ら契約締結手続を行っていることから

すれば，これらの条件について口頭で全く説明しなかったということ

は考え難く，Ｂ₂校長は，契約期間等について講師契約書に記載のある

とおりの説明をしたと認められ，これに反するＡ₃組合員の供述は採

用できない。 
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そうすると，Ａ₃組合員は契約期間や再契約の条件について説明を

受けた上で非常勤講師契約を締結したと認められ，同人に再契約への

期待を抱かせるような特段の事情があったともいえない。 

エ 以上によれば，Ａ₃組合員の非常勤講師契約は，その規定ぶりから

も実態からも，再契約を当然の前提としているものとはいえず，Ａ₃

組合員に再契約を期待させるような特段の事情もない。 

  ⑶ 本件雇止めの理由について 

ア Ａ₃組合員の授業実施能力について 

（ア）法人は，Ａ₃組合員の授業実施能力について，①Ｂ₂校長による授

業観察の結果やＢ₅専任教員による授業点検の結果から，同人がＥ

ＣＳにおいて使用が禁止される日本語を多用していたこと，コミュ

ニケーション能力が不足しており，学生を授業に集中させられてい

ないことなどが明らかとなったこと，②Ｂ₅専任教員によるフィー

ドバックに対し否定的な態度を示したこと，さらに，③学生満足度

調査の結果も悪かったことから，短期的な改善の見込みはないとし

て，２４年１１月中旬頃には本件雇止めの判断に至ったと主張し，

これに沿うＢ₂校長の供述がある（乙２２，３６，初審②Ｂ₂５７～

５９・８４頁，再審査②同２～９頁）。 

（イ）そこで検討すると，２４年１１月上旬に学生満足度調査が実施さ

れたこと，同月７日頃，Ｂ₅専任教員が，Ａ₃組合員のＥＣＳの授業

点検を行い，同月中旬，その結果についてのフィードバックの面接

をＡ₃組合員に対して行ったこと，同月中旬，Ｂ₅専任教員はその結

果をＢ₂校長に口頭で報告したことは，前記認定の通りである（第３

の５）。 

そして，前記（ア）①につき，Ｂ₂校長は，学生からの苦情や授業

点検の報告を受けて自ら複数回Ａ₃組合員の授業を観察した際，Ａ₃
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組合員がＥＣＳで日本語を使用していたことや，学生らを授業に集

中させ，コントロールすることができていない様子を確認した旨具

体的に述べている（乙２２，初審②Ｂ₂８４頁，再審査②同３・１３

頁）。 

また，Ｂ₅専任教員の授業点検の結果については，同人が作成した

「Class Observation Form」と題する書面（甲４２）があるところ，

その意味内容（翻訳）については当事者間に若干の争いはあるもの

の，少なくとも，Ａ₃組合員が授業において日本語を使用することが

あること，学生らが日本語を使用しても注意しないこと，学生らが

授業に集中しておらず，私語があった旨の記載があることは優に認

められ，これらの記載は，Ｂ₂校長がＢ₅専任教員から報告を受けた

とする内容（乙２２，３９，再審査②Ｂ₂４頁）と一致するものであ

る。そして，同書面はＡ₃組合員にも交付されていることからすれば

（第３の５⑵ア），その記載に明らかな虚偽等があるとは考え難い。

Ａ₃組合員も，Ｂ₅専任教員から日本語の使用について指摘を受けた

こと自体は認めている（甲７，３９，再審査②Ａ₃２頁）。 

（ウ）前記（ア）②について，Ｂ₂校長は，Ａ₃組合員はＢ₅専任教員から

授業点検のフィードバックを受けた際，「私はそのように思わない。」

と指摘を拒絶するような発言や態度であり，素直に受け入れていな

い様子が見られたとの報告を受けた旨，具体的な文言を交えて述べ

ており，その内容に不自然，不合理な点はない（乙３６，再審査①

Ｂ₂５頁）。 

（エ）前記（ア）③については，法人は，学生満足度調査の結果を証拠

として提出していないものの，Ｂ₂校長によれば，学生満足度調査に

ついて，教師満足度及び授業満足度があり，それぞれの順位とその

結果を数値化して出したポイントの双方から評価しているところ，
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Ａ₃組合員の順位はＥＣＳを担当する非常勤講師２３名中，教師満

足度及び授業満足度共に２１位であり，ポイントについても法人が

再契約の基準とするレベルを下回っていたというのであり（乙２２，

初審②Ｂ₂同５８～５９頁），その供述は具体的で，特段不自然，不

合理な点もない。 

イ 組合らの主張について 

（ア）以上に対し，組合らは，Ａ₃組合員は，①ＥＣＳで日本語の使用が

禁止されているとは知らなかった（甲７，再審査②Ａ₃３頁），②Ｂ

₅専任教員のフィードバックにおいて，日本語を使用していたこと

以外にクラスコントロールやコミュニケーションの問題の指摘を

受けたことはなかった（甲７，３９，再審査②Ａ₃６・２４～２５頁），

③フィードバックについて否定的な意見は述べていない（再審査②

Ａ₃３頁）などと主張し，これに沿うＡ₃組合員の供述がある。 

しかし，前記①について，学校では講師会において非常勤講師に

対し，授業実施上の留意事項等についての周知を行っていることが

認められ（第３の２⑵），Ｂ₂校長は，Ａ₃組合員についても２４年度

後期の講師会において，コーディネーター役のＢ₅専任教員からＥ

ＣＳで日本語の使用が禁止されていることは説明したと述べてい

るところ（再審査②Ｂ₂２頁），Ａ₃組合員は，講師会に出席したこと

が認められるし（第３の３⑵），上記フィードバックにおいて，日本

語を使用したことを指摘されたことを自認しているのであって（甲

７，再審査②Ａ₃２～３頁），日本語の使用が禁止されていることを

知らなかったとのＡ₃組合員の供述は，採用することができない。 

また，同②，③についても，Ａ₃組合員はフィードバックの内容に

ついて日本語の使用を指摘されたこと以外は明確には覚えていな

いとも述べるなど（再審査②Ａ₃４，１３頁），同組合員の供述は全
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体として記憶が不明確で具体性を欠いているのであって，前掲の証

拠に照らし，にわかに信用し難く，この点に係る組合らの主張は採

用できないと言わざるを得ない。 

（イ）また，組合らは，Ａ₃組合員の授業実施能力に問題がなかったとし

て，学校のロシア語のコーディネーターであるＢ₄専任教員の作成

した推薦状（甲２），学生が作成した書面（甲３，４），Ａ₂の陳述書

（甲６，２７）を提出し，これに沿うＡ₂の供述（初審①Ａ₂６頁）

もあるが，学生が作成した書面については２名の学生の感想に留ま

るものにすぎないし，Ｂ₄専任教員及びＡ₂についてはいずれもＡ₃

組合員の授業を見聞したことはなく，その人事評価を知る立場にも

ないことからすると（乙２２，初審②Ｂ₂６０頁，再審査②Ｂ₂１０

頁），これらの証拠から直ちに，組合らの主張するとおりの事実を認

めることは困難である。 

（ウ）さらに，組合らは，仮にＡ₃組合員にこのような問題点があったと

しても，法人は学生に提供する授業の質等に高い関心を持っている

というのであって，２４年１１月中旬頃の時点ではまだ半分近くの

授業が残っていることからすれば，法人が，Ａ₃組合員に対してＢ₅

専任教員によるフィードバック以外に教育・指導をすることなく本

件雇止めを決定したことは不自然である旨主張し，また，Ａ₃組合員

は，フィードバック後，日本語の使用について改善した旨を述べ（甲

３９，再審査②Ａ₃３頁），さらに，Ａ₂は，学校は通常非常勤講師に

対して改善の機会を与えているなどと供述する（甲２７，４０）。    

確かに，Ｂ₂校長は，Ｂ₅専任教員によるフィードバック以後，Ａ

₃組合員に何ら教育・指導をしていないし（前記第３の５⑵ウ），フ

ィードバック後の改善について，Ｂ₂校長はこれを否定するものの

（初審②Ｂ₂５８頁），その判断根拠等について何ら具体的な供述は
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していない。 

しかし，Ｂ₂校長は，前記のＡ₂の供述を否定し，法人においては，

非常勤講師にはプロフェッショナルを求めており，長期的に指導・

育成するという方針はとっていないというのであり（乙２２，３６，

初審②Ｂ₂８４頁），学期単位の有期契約が前提となっている非常勤

講師の雇用形態に照らせば，それが不合理であるともいえない。 

そうすると，非常勤講師の雇止めについては，問題点があると判

明した時点で，その後の教育指導を尽くすとか，問題点の改善を確

認するなどの段階を経なかったとしても，学校運営面での当否は別

として，そのことから直ちに不自然，不合理であるとまではいうこ

とはできない。 

（エ）また，組合らは，組合らが証拠として提出した「Class Observation 

Form」と題する書面（甲４２）の存在についてＢ₂校長が知らなかっ

たことから，本件雇止めについて丁寧に検討していないとも主張す

るが，Ｂ₂校長は，同書面はＢ₅専任教員が自らの手控えのために作

成した書面であって，学校が配布したものではないと述べていると

ころ（再審査②Ｂ₂１５頁），これを覆すに足る証拠はないし，ア（イ）

に述べたとおり，いずれにしてもＢ₂校長がＢ₅専任教員から報告を

受けたとする内容と上記書面の内容はほぼ一致することからして

も，組合らの主張は採用することができない。 

ウ 以上によれば，本件雇止めの理由についてのＢ₂校長の供述は，いず

れも具体的で，それ自体に不自然，不合理な点はなく，他にこれを覆

すに足る証拠はない。したがって，Ａ₃組合員については，①ＥＣＳで

日本語を使用し，学生らが日本語を使用していても注意しないこと，

学生らが授業に集中していなかったという問題が認められ，②また，

これらの点についてのＢ₅専任教員からのフィードバックに関しても
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前向きな態度ではなかったこと，③さらに，学生満足度調査における

結果が悪かったことなど，２４年１１月中頃までに法人が把握した事

情により，本件雇止めが決定されたと認められる。  

そして，講義の質，学生の満足度などの点は非常勤講師契約におい

ても再契約の考慮要素とされており（第３の４⑴），特に，Ａ₃組合員

の担当していたＥＣＳは，英語によるコミュニケーションを重視する

授業であること（第３の３⑶），非常勤講師は原則として学期単位の有

期契約であり，Ａ₃組合員が当然に再契約を期待できる事情もなかっ

たこと（前記(2)）も併せ考慮すれば，本件雇止めには相応の理由があ

るといえる。 

  ⑷ 小括 

以上のとおり，本件雇止めの通知の時期は異例とはいえないこと，Ａ

₃組合員には当然に非常勤講師の再契約を期待できるような事情も認め

られず，雇止めに相応の理由もあることからすれば，本件雇止めの通知

が組合加入の公然化後間もない時点でされたこと（前記⑴）や，本件雇

止め後の労使交渉の経緯（第３の８，１０）を十分に考慮しても，本件

雇止めが，組合員であるなどの労組法第７条第１号所定の理由によりさ

れたものであるとは推認できないというべきである。 

また，本件各ビラ配布に対する法人の行為については，後記２のとお

り不当労働行為が成立することが認められるが，本件雇止め時点におい

ては，法人に組合加入が公然化していたのはＡ₃組合員のみであり，それ

以前において，組合らが法人に何らかの要求をしたり，団体交渉が行わ

れたことはなく，組合らと法人との間で格別の懸案事項がないまま推移

していたところ（第３の６⑵），その後，本件雇止めをきっかけとして労

使間に対立が生じ，それが次第に高じていき緊張関係が続くようになっ

て（同８），本件各ビラ配布に対する法人の対応が生じたと認められるの
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であるから（同９），本件各ビラ配布に対する法人の対応につき不当労働

行為が成立するからといって，それ以前の出来事である本件雇止めにつ

いて，Ａ₃組合員が組合員であるが故にされたと推認することまではでき

ないというべきである。  

以上によれば，本件雇止めは組合員であるが故の不利益な取扱いであ

るとはいえず，労組法第７条第１号に規定する不当労働行為には当たら

ない。                      

２ 争点２（法人は，組合らが２５年６月７日及び１０月１８日に学校の正

門前で行ったビラ配布（本件各ビラ配布）を妨害したか。妨害したとすれ

ば，その行為は労組法第７条第３号に規定する支配介入に当たるか）につ

いて 

⑴ 本件各ビラ配布の態様について 

前記第３の９⑵，⑶によれば，本件各ビラ配布の態様は，学校の非常

勤講師である組合員らの勤務時間外に，学校の正門前の公道上で行われ

たものであり，その態様も，組合員らが道路の路側帯付近に立ち並んで

穏やかに朝の挨拶や声がけをしながら学校関係者らに対してビラを配布

するという穏当なものであって，道路の交通が大きく阻害されるなどの

事態が生じたことはなかった。また，本件各ビラ配布で配布されたビラ

の内容も，いずれも法人に対する要求事項や意見表明を記載したもので

あって，穏当なものといえる（なお，法人は，第１回ビラ配布の際に配

布したビラの裏面に，居酒屋での宴会の誘いが記載されていたことが（第

３の９⑵イ），学生への教育的配慮を欠くなどとも主張するが，上記記載

はもともと法人に勤務する組合員や非組合員を対象とするものであるし

（前記第３の９⑵イ，再審査①Ａ₂３～４頁），法人に在籍する学生らの

年齢層に照らしても（前記第３の１⑶），何ら問題とすべきことではな

い。）。 
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⑵ 本件各ビラ配布の際の職員らの行為について 

ア 職員らの行為の本件各ビラ配布への影響 

前記第３の９⑵，⑶によれば，法人の職員らは，本件各ビラ配布の

いずれにおいても，①法人の複数の職員らが一斉に組合員らと歩行者

との間に立ちふさがり，登校してくる学生らに向かって両手を広げて

登校を促すような動作を繰り返したり，組合員が学生にビラを渡そう

とすると受け取らないよう呼びかけるなどし，更にこのようなビラ配

布の様子を録画するなどしたこと，②第２回ビラ配布においては，こ

れに加えて，職員らが組合員らの動きに合わせて手や体を動かし，そ

の結果，組合員らがビラを差し出すことができないことが度々生じた

こと，ビラの回収行為を行ったこと，ビラ配布の後に組合員らを追跡

するような行動をとったことも認められる。 

これらの行動を含む前記３の９⑵，⑶認定の職員らの一連の行為は，

物理的に組合員らによる本件各ビラ配布を困難にするものであった

ことは明らかであり，また，心理的にも組合活動としてのビラ配布へ

の参加に対する萎縮効果を及ぼすおそれが十分にある。さらに，教職

員を含む学校関係者らに対して，本件各ビラ配布が違法な行為である

かのような印象を与え，ビラを受け取ることや組合加入への萎縮効果

を及ぼすおそれもあるといえる。 

イ 法人の関与の有無 

そして，①第１回ビラ配布において，前記アのような職員らの組織

的行動は，法人の職員がＢ₂校長との電話を終えた後，「どんどん声掛

けて。」という職員の呼びかけに応じてほぼ一斉に始まったこと（第３

の９⑵ク，ケ，コ），②第２回ビラ配布において，Ｂ₂校長は職員らと

共にビラ配布の現場に立ち会い，第１回ビラ配布と同様の職員らの行

動を黙認していただけでなく，自らも学校関係者からビラを回収する
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ような行動をしていたことからすれば（第３の９⑶オ），第２回ビラ配

布はもとより，第１回ビラ配布における職員らの行動も，職員ら各自

の判断で行ったものとは考え難く，Ｂ₂校長の関与があったことが推

認される。 

さらに，③第１回ビラ配布の際にはＡ₃組合員の雇止めに関する団

体交渉が進展しておらず，組合が法人に抗議し，本件申立てに及ぶな

ど（第３の８），すでに労使関係が緊張していたことからすると，法人

には，公道での学校関係者らに向けたビラ配布という，組合らの存在

や活動について学校内に広く知らしめる行為に及んだ組合らの活動

を妨害する動機も十分にあったと認められる。 

そうすると，本件各ビラ配布における職員らの一連の行動は，Ｂ₂校

長が，職員らに指示して行わせたことが推認されるというべきである。 

ウ 以上によれば，本件各ビラ配布における前記アの法人の職員らの一

連の行為は，法人の指示により，組合活動である本件各ビラ配布を妨

害したものと推認され，組合の弱体化を招くおそれのある支配介入行

為であると推認される。 

  ⑶ 法人の主張について 

ア 支配介入行為の成否について 

（ア）法人は，これに対し，①職員らの行動は登校する学生の安全確保

のために見守りと誘導を行ったものであり，本件各ビラ配布を妨害

した事実はない，②仮にこれらの見守りや安全確保のための誘導が

結果としてビラ配布しづらい状況を作り出したと評価される場合

であっても，見守り及び誘導の主旨が学生の安全確保にあり，労働

者へのビラ配布が阻害された事実はないから，使用者の行為により，

労働組合の自主性，独立性，団結力，組織力が損なわれたとは言え

ず，労組法第７条第３号に規定する支配介入には該当しないなどと
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主張する。 

（イ）まず、前記（ア）①については，法人の主張は採用することがで

きない。 

確かに，前記第３の９⑴及び関係各証拠（甲２５のＡ，２５のＢ）

によれば，本件各ビラ配布が行われたのは，いずれも学校の学生ら

の登校時間帯であり，道路は多くの学生らで混雑し，車道を歩いて

いる者も相当数いて，車両の往来もあったことが認められるところ，

特に第２回ビラ配布においては，校長や職員らが組合員らや学生ら

に対し，口頭で通行の注意を呼び掛けるなどの場面もないわけでは

ない。 

しかし，本件各ビラ配布全体を見れば，職員らは車両が通過する

ときにも，特段の注意の声がけ等を行っていないことの方が圧倒的

に多いと認められる（甲２５のＡ，２５のＢ）。また，仮に法人の主

張するとおり，登校する学生らの安全確保が目的であるならば，自

ら動いて学生らを路側帯側に誘導するとか，登校する学生に道路の

端によけるような指示を出すなどの行動も当然あってしかるべき

ところ，実際にはそのような職員らの行動は見られず，むしろ車両

が通り過ぎる際にも，路側帯の内側に並んでビラを配布する組合員

らの前に立ちふさがるという体勢を変えることはなく，さらに学生

らを車道側に押し出すような状況を生じさせているのである。    

学生の安全確保が目的であったとの法人の主張は現実に職員ら

がとった行動と整合していないのであって，採用できない。 

（ウ）また，前記（ア）②につき，ビラ配布のしづらい状況下でも労働

者へのビラ配布が阻害された事実はないとの法人の主張の趣旨は

定かではないが，それが法人に勤務する労働者，特に非常勤講師ら

に対する組合活動を妨害する意図はなかったという主張であると
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解されるとしても，本件各ビラ配布の際の職員らの一連の行為が，

組合員らや非常勤講師を含むその他の学校関係者に及ぼし得る影

響については，前記⑵アで検討したとおりであって，これらの職員

らの行為により組合のビラ配りを困難にしていることは法人も当

然に認識していたといえ，法人に組合活動を妨害する意図がなかっ

たとはいえない。 

なお，法人は，組合らが学生らに対して本件各ビラ配布を行った

ことについても非難するが，組合の活動を宣伝するため，法人に勤

務する者以外にもビラ配布を行うことも組合活動の一環として当

然に認められるべきである。また，居酒屋での宴会の誘いを含むビ

ラの内容（前記第３の９⑵イ）が学生への教育的配慮を欠く旨の法

人の主張は採用できないことは，前記⑴において既に述べたとおり

である。 

（エ）以上によれば，職員らの行動が組合活動である本件各ビラ配布の

妨害に当たらないとの法人の主張は，いずれも採用することができ

ない。 

イ 使用者への帰責性について 

（ア）法人は，本件各ビラ配布において職員らに同ビラ配布を妨害する

ような指示はしていないと主張し，特に第１回目のビラ配布につい

ては，①法人とＡ₃組合員との間で団体交渉が行われていることを

了知していたのはＢ₂校長ほか職員４名のみであり，第１回ビラ配

布の前に他の職員らの前で組合らについて言及したこともないし，

Ｂ₂校長が職員から電話で報告を受けた際も，学生の安全確保を指

示しただけで，ビラ配布の妨害は指示していない，②従前から正門

前のビラ配布に関してはその配布者や内容いかんにかかわらず自

粛を求める方針をとっていたところであり，組合活動と周知されて
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いなかった職員らがこのような方針に従って自発的に行動したに

すぎないなどと主張し，これに沿うＢ₂校長の供述（乙２４，３３，

初審②Ｂ₂６４～６５・７２・８０頁）もある。 

（イ）この点，確かに，前記認定（第３の９⑵カ）等によれば，法人は

従前から正門付近でのビラ配布をする者について，自粛を申し入れ

ていたことがうかがえる。 

しかし，前記（ア）①につき，職員らが実際に取った行動が学生

の安全確保を目的とするものとは言い難いことは前記アのとおり

であるから，この点に関するＢ₂校長の供述は採用し難いし，また，

同②につき，第１回ビラ配布において，Ａ₆やＡ₄は複数回にわたり

複数の職員に対しビラ配布について説明していた上，正門付近で行

動した職員らは当然組合員らの声掛けやビラの内容を目にしてい

たはずであることからすれば（前記第３の９⑵），これらの職員らも

本件各ビラ配布が組合活動であると認識していたことは明らかで

ある。 

そして，職員らの妨害行為が開始したタイミング等に照らしても，

独自の判断で行動をしたとは考え難く，Ｂ₂校長の指示があったと

推認できることは前記⑵イで述べたとおりである。 

   （ウ）したがって、法人の主張はいずれも前記⑵の推認を妨げるものと

はいえない。 

⑷ 小括 

以上によれば，法人は，本件各ビラ配布における職員らの一連の行為

により，組合らの組合活動を妨害し，労働組合の運営に支配介入したも

のと認められるから，労組法第７条第３号に規定する不当労働行為に当

たる。 

３ 救済方法について 
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   法人は，本件で問題となっているビラ配布（第１回及び第２回）以降，

２６年１月２２日ないし２８年１月２６日の間に行われたビラ配布（第３

回ないし第８回）において法人はビラ配布を阻害する行為を行っていない

旨主張する。 

しかしながら，本件初審救済申立て後に行われた組合らのビラ配布（２

６年１月２２日の第３回及び同月２４日の第４回）に対する法人の対応を

巡って組合らの抗議や都労委の審査委員による口頭要望がされていること

（第３の１１⑴⑵）及び本件初審係属中に都労委へ申立てられた後続事件

の請求する救済内容に２７年７月９日に支部が行ったビラ配布（第７回）

を妨害したこと（労組法第７条第３号）が含まれていて（第３の１２⑴④），

同事件は，現在も係争中であることが認められる（審査の全趣旨）。 

また，組合らがビラ配布の時間帯や組合員らの立ち位置を変えるなどの

対応をしたことにより，現在は法人も組合らのビラ配布に対して直接的な

妨害行為は行っていないが，なお，録画や監視行為は継続していることが

認められる（審査の全趣旨）。 

これらの事情を併せ考慮すると，将来も同様の行為が繰り返されるおそ

れがないとまではいうことができない。 

したがって，本件の救済方法を，本件初審命令主文第１項及び第２項の

とおりとした本件初審命令の判断は相当である。 

第５ 結論 

以上のとおりであるから，本件各再審査申立てについては理由がなく，こ

れを棄却することとする。 

 

よって，労組法第２５条，第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働委

員会規則第５５条の規定に基づき，主文のとおり命令する。 
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平成３０年２月２１日 

 

中央労働委員会 

第三部会長  三 輪 和 雄 ○印  


